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令和６年１０月１日 

令和６年第４回岡谷市議会定例会 

決算特別委員会（一般・特別会計） 

 

７番 藤森 弘 です。 

 

今定例会における９月３日の本会議において、決算特別委員会に審査付託さ

れました、議案第５９号から議案第６６号までの令和５年度決算関係議案８議

案につきまして、去る９月１７日、１８日の２日間にわたり、慎重に審査を行い

ましたので、その経過及び結果についてご報告申し上げます。 

 

なお、委員長報告資料につきましては、決算特別委員会資料集（一般・特別会

計）を参照いただき、計数等につきましては、決算書、行政報告書及び決算審査

意見書等に示されておりますので省略して、審査の主な点についてご報告  

申し上げます。 

また、委員会要望事項につきましては、当局において十分な検討をされるよう

お願いいたします。 

 

まず、議案第５９号 令和５年度岡谷市一般会計歳入歳出決算認定について、

ご報告いたします。 

 

最初に、総体的事項として、 

 

市長の決算に対する総括的評価について 

令和５年度は、第５次岡谷市総合計画前期基本計画の最終年として、基本目標

の達成と将来都市像『人結び 夢と希望を紡ぐ たくましいまち岡谷』の実現とと

もに、将来にわたり確かなまちづくりを進めるため、「未来を見据えた躍動の年」

と位置づけ、各種施策を展開した。 

また、政府が進めている「デフレ完全脱却のための総合経済対策」に掲げられ

た低所得世帯への給付金、物価やエネルギー価格の高騰対策などについて、早期

に支援を行うための体制を整備したほか、行財政運営にあたっては、「最少の 

経費で最大の効果」をあげるべく、全職員が一丸となって努力をしてきた結果、

令和５年度の一般会計は、実質収支で６億８，７５９万２，９７４円の黒字と 

することができた。 

令和５年度は、新型コロナウイルス感染症について、５類感染症に変更され、

社会経済活動の正常化が進みつつある中、歳入全般にわたっては、未だコロナ 

以前の状況には戻っていないが、固定資産税などの市税収入や地方交付税にお

いて当初予算額を上回る額を確保できたほか、円安の進展などによる原油価格・
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物価高騰、低所得世帯への給付金や事業者への支援について、国・県の補助金を

積極的に活用し特定財源の確保に努めてきた。また、補正予算で予定していた 

財政調整基金からの繰入を見送ったほか、歳出においては、財政調整基金や  

減債基金への積立を行うなど、後年度の財政運営に配慮した決算とすることが

できた。 

将来負担に大きく影響する市債の状況については、令和５年度末現在高   

約２１７億３千万円、前年度比 約６億３千万円の減となり、必要な事業を着実

に実施しながら、「キャップ制」の徹底など、引き続き市債の抑制に努めると  

ともに、市債現在高の減少に向けて取り組んでまいりたい。 

基金については、令和５年度末残高 約６８億１千万円で、前年度比 約５億 

３千万円の増となった。ふるさと納税などの寄附のほか、後年度の財政運営を 

考慮し基金への積立を行ったことにより増となった。 

また、実質公債費比率は ６．９％で前年度比０．４ポイントの減、将来負担

比率は３４．０％で前年度比１０．７ポイントの減と引き続き改善している。 

厳しい財政状況ではあるが、持続可能な行財政運営の推進に向けた様々な取り

組みにより、成果が表れているものと考えている。 

人口減少など、国全体で取り組むべき課題がある中、本市においては、岡谷駅 

周辺整備事業や川岸学園整備事業などの重要施策のほか、社会保障関係経費、 

公共施設等の維持管理経費の増などにより、今後も難しい行財政運営となるこ

とが想定されている。 

引き続き、国や県の動向に注視しながら、「市民一人ひとりが主人公として 

輝けるまちづくり」に向けて、安定した事業・施策を講じていくとともに、   

中長期的な財政運営に視点をおき、限られた財源を効率的かつ効果的に活用し、

将来にわたり健全で安定した財政運営を行うため、最大限の努力をしてまいり

たい、とのことでした。 

 

次に、歳出から主な点を申し上げます。 

 

２款総務費では、 

まず、若者移住者住まいの支援事業について 

令和５年度からの新規事業であり、３件 ２１０万円を交付した。３件は  

松本市・塩尻市・下諏訪町からの３０歳代の３世帯８名の方で、新築の住宅取得

費に対して５０万円の補助と移住奨励金２０万円を支援した。 

周知については、市の移住ホームページのほか、県内の諏訪圏移住交流推進 

事業連絡会や、田舎暮らし「楽園信州」推進協議会のポータルサイトの活用に加

えて、地域おこし協力隊と連携し、ＳＮＳにより行った。引き続き周知に努め、

多くの方に移住していただけるよう事業を推進してまいりたい、とのことでし

た。 
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次に、市役所庁舎照明設備ＬＥＤ化等更新工事について 

庁舎の照明設備等の不具合のほか、蛍光灯照明器具が生産終了となっている

ことから、照明制御システム、照明器具、壁スイッチ等関連設備の更新を行い、

令和５年度は１階、２階、６階のＬＥＤ化工事を実施した。 

市役所庁舎全ての照明器具がＬＥＤ照明となった場合、消費電力の７０％ 

削減が図られるとメーカーから聞いている。令和５年度の工事終了後の今年度

４月から７月までの市役所庁舎全体の平均電力使用量は、昨年度と比較し  

１６％減少しており、省エネルギー及びゼロカーボンの推進に効果があったも

のと考える、とのことでした。 

 

次に、３款民生費では、 

配食サービスについて 

主に独り暮らしの高齢者や身体障がい者で食事の調理が困難な方を対象に、

市が弁当宅配業者と契約し、食事の提供と安否確認を目的に行うサービスで、利

用者に声掛けし、原則手渡しとしている 。令和５年度は、２３２名、年間延べ

３０，２８１食の配食を行い、そのうち配食業者からの通報による安否確認は 

２件あったが、２件とも急病でお亡くなりになっていた。 

また、見守りサービスとして、２４時間緊急時駆けつけ安心サービスを実施し

ており、令和５年度末で９８名が利用し、利用者からの緊急通報は１４件あり、

そのうち６件が救急搬送となっている。 

見守りを多角的に行うことにより、高齢者の安全に対し、より効果を発揮する

ものと考える、とのことでした。 

 

次に、４款衛生費では、 

まず、出産・子育て応援給付金事業について 

妊娠期から出産・子育てまで、一貫して身近で相談に応じ、様々なニーズに即

した支援につなぐ「伴走型相談支援」と「経済的支援」を一体的に実施すること

を目的とした事業である。「経済的支援」には、妊娠届出時に給付する「出産応

援給付金」と出産後に給付する「子育て応援給付金」があり、それぞれ給付額は

５万円となっている。令和５年度の給付件数は、出産応援給付金が５１５件、子

育て応援給付金が３５６件であった、とのことでした。 

 

次に、住宅用再エネ設備等導入補助金の内容について 

この補助金は、住宅への再生可能エネルギーの導入促進により、２０５０年 

カーボンニュートラルの実現を目指すことを目的に実施している。 

令和５年度は、「蓄電システム」が３５件、「電気自動車充放電設備（Ｖ２Ｈ）」

が３件で合計３８件の交付申請があった。特に「蓄電システム」は、売電から  

自家消費への関心が高まっている背景もあり、多くの申請があったが、「Ｖ２Ｈ」
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は世界的な半導体不足による納品の遅れなどにより、申請件数が少なかった、 

とのことでした。 

※Ｖ２Ｈ…「Vehicle-to-Home」電気自動車のバッテリーで蓄えた電力を家庭

で使用するシステムの総称 

 

次に、７款商工費では、 

まず、新技術・新製品等ものづくりチャレンジ企業応援事業補助金について 

令和５年度から、地球温暖化対策を成長の機会と捉え、脱炭素社会の技術革新

を目指し、国がグリーン成長戦略に掲げる「半導体・情報通信」「自動車・    

蓄電池」「風力・太陽光」など、２０５０年に向けて成長が期待される１４の  

重点分野」に該当する事業について、補助限度額を拡充して支援してきた。 

一般枠で６件、開発試作枠で２件事業認定し、一般枠は、技術開発が２件、  

新製品開発が４件で、そのうちグリーン成長事業に関するものは４件だった。 

また、開発試作枠は、技術開発が１件、新製品開発が１件で、グリーン成長事業

に関するものは１件だった。 

新たな技術開発を確立した取り組みは、今後、展示会等において受注開拓を行

うほか、市場への導入・実用化に向けて、環境性能評価試験や特許取得等の取り

組みが予定されているものもあり、さらなる技術革新に向けて継続的に行われ

ているが、目に見える形での成果は、もう少し時間を要する、とのことでした。 

 

 次に、映画「ゴジラ－１．０（マイナスワン）」プロモーション事業について 

 茨城県・浜松市とのロケ地連携事業では、ロケ地マップを制作し、ロケ地周遊

スタンプラリーを実施した。岡谷市では当初１万部配布されたが、１２月中旬に

は在庫がなくなり、追加で５千部印刷した。 

 また、１１月２３日、２５日、２６日の３日間限定で実施した旧岡谷市役所庁

舎の公開イベントには、県外７２名、県内２６７名、市内２９４名の計６３３名

の参加があった。岡谷市観光協会では、市内を周遊し、滞在時間の延長につなげ

るための「謎解キット」を販売した。本作品がアカデミー賞視覚効果賞を受賞し

たこともあり、７５０部購入いただき、多くの方に参加いただいた。 

経済効果については、岡谷市観光協会や市内飲食店、土産品店、企業とのタイ

アップにより、ロゴなどを活用した商品やゴジラポスター、飲食店においては、

ゴジラを彷彿させる大盛メニューなどの販売が行われ、各商品の販売合計額は

１，６００万円ほどあった、とのことでした。 

 

次に、８款土木費では 

空き家対策について 

相談窓口や支援制度等を記載した岡谷市空き家対策パンフレットを作成し、

空き家の所有者等に対し周知を図ったことが、空き家特定住宅用地情報バンク
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の登録成約数の増につながっている。 

また、成約数については、銀座ＮＡＧＡＮＯにおいて開催された県外在住者向

けの空き家等相談会への参加、空き家に関する各専門団体が参加している岡谷

市空き家対策連絡会、通称空き家ネットワーク＠岡谷との情報共有や連携強化、

さらに家財処分の補助制度を創設した取り組みが一定の成果につながったもの

と考えている。 

現在、岡谷市においては、第二期岡谷市空き家等対策計画に基づき、空き家等

の発生予防抑制、空き家の適切な管理の促進、空き家等の利活用の促進、管理不

全な空き家等への対応の４つの施策を掲げ、各種事業に取り組んでいる、とのこ

とでした。 

 

次に１０款教育費では 

まず、川岸学園設立準備事業費について 

川岸学園構想の具現化に向けて、５月に横浜市を訪れ、霧が丘学園と令和４年

度に開校した緑園学園の２校、９月に岐阜県本巣郡北方町を訪れ、幼保連携型認

定こども園併設の北方学園の義務教育学校の先進地視察を行った。 

霧が丘学園は、川岸学園の配置と環境が似ており、義務教育学校移行後の学校

運営などについて視察。９年間の連続性を意識した授業作りや行事運営の方法、

中１ギャップの緩和解消に向けて６年生が積極的に中学生と関わる取り組みな

ど参考になる点が多く、今後の川岸学園構想の検討に活かしたい。 

緑園学園では、開校までの準備や小中が一体となった環境づくりについて視

察。中庭に設けられた芝生の広場が子どもたちの交流の場となっており、川岸学

園整備において空間づくりの参考にしたい。 

北方学園は、幼保小中が一体となった施設整備と、新設の共同給食調理室など

の様子を見学。学校内の特別教室の共用による効率化を図っており、諸室の配置

や共同調理室など、今後の学校づくりに活かせる内容であった、とのことでした。 

 

次に、食材高騰に伴う学校給食費の支援について 

物価高騰等の影響に伴う学校給食費、食材価格の値上がり分については、令和

４年度に引き続き、保護者の経済的負担を軽減するため、公費負担を継続し、支

援を行った。 

令和５年度の給食用食材価格は、全体の高止まり傾向とともに、年度後半にも、

肉類、魚介類、牛乳や乳製品、油類等の値上げが見られ、年度末までの給食に必

要な食材の量と質の確保が厳しくなっていたことから、１２月以降の食材価格

の値上がり分については、公費負担を追加して対応し小中学校合わせて 

総額１，７３４万５，９３０円を追加して支援した。 

給食１食当たりの公費負担額は、小学校が保護者負担２９０円に対し 1 食  

当たり２０円、１２月以降は１０円追加し３０円を支援し、令和４年度より  
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２０円の増となった。 

中学校については、保護者負担３３０円に対し 1 食当たり２５円、１２月  

以降は３０円追加し５５円を支援し、令和４年度より４５円の増となった。 

給食費算定の基となる食材費は、食材の調達を担当している栄養教諭や栄養

士が分析を行っているが、公費負担については、市として判断を行っている、と

のことでした。 

また、給食費、１食当たりの単価については、各校のＰＴＡ、小中学校の校長

会、栄養士会等の各代表者、及び教育委員会で構成する岡谷市学校給食審議委員

会で決定をしている。 

物価高騰により食材の価格も高止まりが続いている中、値上がり分を公費負

担とすることで、子どもたちに必要な質と量は維持できていると考えおり、岡谷

の学校給食の特色である「うなぎ給食」も継続することができた、とのことでし

た。 

 

次に、歳入について申し上げます。 

まず、市税の状況について 

行政報告書の９２ページ「第３ 主要な統計行政資料」をご参照ください。 

市税収入全般についての総括的な部分について 

初めに、収入済額では、現年課税分、滞納繰越分を合わせて 

６９億６，９５２万９，６５６円の収入で令和５年度予算と収入済額の比較で 

１億４５２万９，６５６円 予算を上回る結果となった。 

税目別の収入済額では、個人市民税は、２８億６，１０１万１，６５７円で、

前年度に比べ約１億５，０７５万円の増であり、納税義務者数及び個人所得  

が増加したこと、また、株式の譲渡所得に係る分離課税分において高額納税者が

複数名いたため、大幅な増収となった。 

法人市民税は、３億９，４７５万３，５００円で、前年度に比べ 

約１，３４５万円の減であり、物価高騰などによるコスト増のため業績が伸び 

悩む企業もあり減収となった。 

固定資産税では国有資産等所在市町村交付金を含め 

２８億２，９４９万９，４９９円で、前年度に比べ約１，６５１万円の増であり、 

地価の下落による減収があるものの、家屋の新増築による増、及び、償却資産の

新規設備投資の増により増収となった。 

軽自動車税は１億９，２６８万６，０７３円で、前年度に比べ約５１７万円の

増であり、旧税率の車両が減少し、標準税率の車両及び登録から１３年を経過し

た重課税率の車両の増加が主な要因である。 

市たばこ税は、３億３，３６９万９，２０１円で、前年度に比べ約９９２万円

の減であり、たばこの売上本数が毎年減少傾向となっており減収となった。 

都市計画税では、３億５，６６０万４，１７６円で、固定資産税とほぼ同様の
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理由により約２３３万円の増となった、とのことでした。 

収入未済額で、総計は１億２，８７５万８０１円で、前年度に比べ 

約２，１３４万円の増となった。 

調定額に対する収入比、収納率は、現年課税分と滞納繰越分をあわせた収納率

は９８．２％で、前年度に比べ０．２ポイントの減であった。 

現年課税分は９９．１％で、前年度に比べ０．２ポイントの減であった。   

現年課税分は、滞納を未然に防ぐため、課職員による電話催告を実施するなど、

早期の対応に努めた。 

滞納繰越分は３４．２％で、前年度に比べ６．３ポイントの減となった。   

滞納繰越分は、納税相談の勧奨やタイミングを考慮した催告を行うとともに、 

担税力がありながら納税や相談に応じない滞納者に対しては、法にのっとり、 

厳格・厳正な滞納処分を実施するなど、職員の懸命の努力により納税秩序の維持

に努めた。 

また、高額で徴収困難な事案については、長野県地方税滞納整理機構に１０件

を移管し、うち３件が完納となるなど、一定の成果を上げた。 

不納欠損額は２２８万８，４４４円、件数は１６８件で、前年度と比較して 

金額で約８９万円の減、件数では５６件の減となった。 

不納欠損処分は地方税法の規定に基づき行っているものであり、対象となる

案件の件数や金額は、年度ごとに増減するが、近年、ともに減少傾向である。  

滞納者の生活実態の把握等の調査を徹底し、税の公平性の観点を踏まえて、慎重

に取り組んでいく。 

また、収入未済額と滞納者は、前年度との比較で、金額、人数とも増加して  

いる状況である。その要因としては、失業や経営不振、病気、借入金の返済、  

最近の物価高騰、納税意識の低下などのほか、コロナ禍が明けて、社会経済活動

が回復傾向であり、納税義務者や総所得金額の増加が見られる反面、所得税の複

数年に及ぶ遡及課税により、市県民税なども影響を受け、税額が高額となり、納

期内納付が困難となる納税者がいることも要因の一つである。 

市税は、市の根幹となる収入であり、課税客体の正確な把握とともに、納税 

義務者の実情を把握し、収納率の向上に引き続き努めていく。また、きめ細かな

納税相談を実施し、必要に応じ関係部署との連携を図るとともに、納税秩序を 

維持し、税の公平性を確保するため、徴収指導員の助言を得ながら、積極的に 

滞納処分も実施し、収入未済額の圧縮を図っていく。 

厳しい社会情勢ではあったが、市民の皆様のご理解とご協力をいただき、市政

運営の根幹をなす市税収入の確保について、一定の成果を上げることができた、

とのことでした。 
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次に、委員会の要望ですが、 

まず、歳出について 

 

１ 新型コロナウイルス感染症が５類感染症に移行となり、社会経済活動の正

常化が進み緩やかな回復基調が続く一方で、原油高や物価高の長期化で電気・ガ

ス・食料品等の価格高騰による家計の圧迫が顕著であり、低所得世帯のみならず

生活・暮らしへの広範な支援体制を強化されたい。 

 

２ 人口減少への対応として、岡谷市の子育て支援、教育、自然環境、文化、産

業などの魅力を積極的に情報発信し、移住・定住につながる施策を推進されたい。 

 

３ 市民との共創による岡谷駅周辺整備を早期に具現化するとともに、小規模

事業者や商業者の支援体制を強化して、賑わいの創出と商業の活性化に取り組

んでいただきたい。 

 

４ ＩＴ（情報技術）やＡＩ（人工知能）による新たな産業革命が進む中、市内

製造業者のデジタル化推進、生産性の向上、新技術開発、次世代産業への参入な

どの支援体制を強化されたい。 

 

５ 地球規模での気象変動に伴って頻発する大規模な自然災害に備えて、地域

の自主防災組織や消防団活動の充実を図り、防災・減災体制を強化するとともに、

災害発生危険個所の把握と予防措置を図る施策を積極的に推進されたい。 

 

６ 川岸学園構想は、岡谷市の教育にとって新たな取り組みであり、多くの市民

が期待を寄せていることから、学校施設や教育内容について、市民への説明と対

話をこまめに行って広く意見聴取に努めていただき、構想に掲げた「新たな学び」

と「子どもの育ちの環境づくり」の実現に向けて、着実に進められたい。 

 

 また、歳入については 

 

１ 歳入の根幹となる市税収入は、人口減少や少子高齢化による生産年齢人口

の減少によって財政運営に多大な影響が生じる懸念があるが、公平性を重視し

たきめ細かな対応に努めていただき、収納率の向上を図っていただきたい。 

また、ふるさと納税制度を有効に活用して自主財源の確保を図るとともに、国・

県の補助制度等を積極的に活用して特定財源の確保に努めていただきたい。 

 

以上７点について要望しました。 
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次に、討論の主な点について報告いたします。 

令和５年度は新型コロナウイルス感染症が５類に変更され、社会経済活動の

緩やかな回復基調が続く一方で、長引く物価高騰や異常気象により経済は不透

明感が続く状況となった。岡谷駅前公共用地、権利取得の完了、消防団員の年額

報酬の増額、福祉医療費給付の１８歳までの拡充と特定健診時に歯科健診の 

追加、蓄電システムの導入、保育所の副食費などの減免など、市民生活に寄り添

った施策を展開し、年間を通じて物価高騰への支援も継続している。 

しかし、会計年度任用職員が年々増え、まだ労働条件には問題が残っている。

さらにマイナンバー制度では、「マイナ保険証一体化」が決まり、大きな問題に

なっていることから、本決算認定には反対をする、との意見がありました。 

一方、第５次岡谷市総合計画前期基本計画最終年の総仕上げとして、「未来を

見据えた躍動の年」と位置づけ各事業を進められ、実質収支において 

６億８，７５９万２，９７４円の黒字を計上した。 

移住・定住の促進、交流関係人口創出拡大に向けては、新事業の展開や注目度

の高い補助事業の拡充に取り組まれ、一定の成果が出ており、地域おこし協力隊

の活動によるシティプロモーションの強化も図られた。 

また、岡谷太鼓まつりをはじめ、多くのイベント・行事で岡谷市の魅力発信に

努め、サイクリングロード整備や映画ロケ地としての観光資源など、さらなる 

ＰＲと観光誘致も行われた。 

子育て支援では、伴走型支援による相談体制の充実に加え、出産・子育て応援

給付金が給付され、経済的負担の軽減に取り組まれた。 

また、高齢者の単身世帯、夫婦のみ世帯における見守りサービスも機能してお

り、免許返納後の公共交通事業に関しても、課題はあるが利用者の声を聞きなが

ら検討され取り組まれた。 

その他、人口減少、少子高齢化、物価高騰や激甚化する自然災害への対策など、

行政を取り巻く様々な課題があり、財政運営は非常に難しい状況にあるが、引き

続き将来にわたり持続可能な夢のあるまちづくりに取り組まれ、市民の笑顔と

元気が溢れる岡谷の実現を目指していただくことを要望し、本決算認定に賛成

する。 

また、各種事業の課題や問題点をしっかりと検証し予定通り遂行されている

ことが確認できた。将来にわたり持続可能なまちづくりを実現するため、行財政

改革の推進や各担当部署の経費節減、各事業への効率的、効果的、適正な予算執

行を行い、実質収支において黒字決算となった。基金の積み立ても行い、基金に

頼らない行財政運営がされており、これからも日々刻々と変化する社会情勢と

それに伴う諸問題に対し、的確かつ柔軟、そしてスピード感のある市政、財政運

営を要望し、本決算認定に賛成する、との意見がありました。 

 

以上、審査の結果、賛成多数により認定すべきものと決定いたしました。 
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次に、議案第６０号 令和５年度岡谷市国民健康保険事業特別会計歳入歳出

決算認定について 

 

特定健診受診率について 

資料№１０をご参照ください。 

令和５年度は速報値で４７．１％となり、前年度比７．１ポイント増で１９市

中最下位から６位となったが、まだ国が定める目標値６０％とは開きがある。 

受診率が低い要因として、不定期に受診されている方が一定数いることや、 

細かな分析に基づいた効果的な受診勧奨ができていなかったことが考えられる。 

受診率向上の取り組みとして、人工知能とソーシャルマーケティングの手法

を活用した受診勧奨を令和４年度から始めた。これは、未受診者の分析を細かく

行い、受診勧奨をすることで飛躍的に受診をする可能性が高まる層を抽出し、 

最新の行動経済学理論であるナッジ理論を活用した送り分け通知を行うもので、

専門業者のアドバイスを得ながら進めている。 

また、限られた財源を効果的に活用するため、前年に健診を受けてない方には、

受診券等を送らずに、特定健診を知ってもらうために、受診までの手順を伝える

中で受けられるところまで誘導するという行動理論に基づいた勧奨パンフレッ

トを作成している、とのことでした。 

 

討論において 

団塊の世代が後期高齢者医療保険に移行している時期であり、国保の被保険

者数が大きく減少している。国保加入者の半数は７割、５割、２割軽減になって

おり、大多数が低所得者であり、所得の１割を超える額が国保税である。長引く

物価高騰でさらに生活が困窮しており、国保税の引き下げが必要である。国保加

入者の生命、健康を守るため、一般会計からの法定外の繰り入れを求めているが、

全く対応がないため本決算認定には反対する、との意見がありました。 

一方、平成３０年度より、国保財政運営の都道府県化が施行され、長野県が共

同保険者となり運営が行われており、保険税においては「長野県における国民健

康保険運営の中期的改革方針」に沿って、二次医療圏の統一、応益割水準の平準

化などについて、被保険者の負担軽減に配慮しつつ、取り組みが進められている。 

令和５年度の決算は、少子高齢化が進み国保から後期高齢者医療保険への 

移行が進むなど、被保険者数の減少により、保険税収入は減少の傾向が見られる

ものの、被保険者１人当たりの医療費は増加傾向が続いており、財政運営的には

厳しい状況である。 

しかし、令和５年度の実質収支額は、１億３６万４，４９７円で黒字となって

おり、国保税の調定額に対する収納率は、前年度に対して１．２ポイント減では

あるが、８６．６％と安定した財政運営に向けた努力がされている。 

また、被保険者の健康維持・増進に向けた保健事業においては、特定健診の
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受診率も上昇し成果も見えている。 

大変厳しい財政状況が続くと予想されるが、被保険者の負担軽減を図りなが

ら、保険事業への取り組み等を含めより一層の経営努力を願い、本決算認定に

賛成をする、との意見がありました。 

 

以上、審査の結果、賛成多数により認定すべきものと決定いたしました。 

 

 

次に、議案第６１号 令和５年度岡谷市地域開発事業特別会計歳入歳出決算

認定については、 

審査の結果、認定すべきものと決定いたしました。 

 

 

次に、議案第６２号 令和５年度岡谷市分収造林事業特別会計歳入歳出決算

認定については、 

審査の結果、認定すべきものと決定いたしました。 

 

 

次に、議案第６３号 令和５年度岡谷市霊園事業特別会計歳入歳出決算認定

については、 

審査の結果、認定すべきものと決定いたしました。 

 

 

次に、議案第６４号 令和５年度岡谷市温泉事業特別会計歳入歳出決算認定

については、 

審査の結果、認定すべきものと決定いたしました。 

 

 

次に、議案第６５号 令和５年度岡谷市後期高齢者医療事業特別会計歳入歳

出決算認定については、 

 

討論において 

 後期高齢者医療制度は、７５歳以上の高齢者を他の世代と切り離すという 

差別的な医療制度であり、制度そのものに反対である。国は、老人医療、高齢者

医療に対する国庫負担を減らし、現役世代の負担を増やし、７５歳以上の高齢者

は、収入に応じてではあるが、医療窓口負担が増えてきている。７５歳以上の 

高齢者は、最も病気にかかりやすく、治療にも時間がかかり、負担を苦にした受

診抑制で重症化や手遅れが生じる。 
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世代による負担の格差も更に広がり、多くの問題を抱えているが、本決算では、

改善の姿勢が見られないため、本決算認定には反対する。との意見がありました。 

一方、後期高齢者医療制度は、長野県後期高齢者医療広域連合との協力連携に

よる運営により、広く市民に理解され、安定的な制度となっており、令和５年度

の歳入決算額は９億２，８５２万７，１５６円、歳出決算額は 

９億１９０万４，０５６円で、実質収支額は、２，６６２万３，１００円の黒字

計上がされていることから、安定的な財政運営ができている。岡谷市においては、

保険料の徴収事務や各種申請、届出の受付、保険証の発行業務など、後期高齢者

の身近な行政窓口としての役割を担い、また、保険料の徴収では、職員の努力に

より、９９％と高い収納率を維持している。今後においても、高齢者が安心でき

る適切な医療の確保とともに安定的な財政運営への配慮を願い、本決算認定に

賛成する、との意見がありました。 

 

 以上、審査の結果、賛成多数により認定すべきものと決定いたしました。 

 

 

次に、議案第６６号 令和５年度岡谷市湊財産区一般会計歳入歳出決算認定

については、審査の結果、認定すべきものと決定いたしました。 

 

 私からの報告は以上です。 

 


